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1) 封働省『封働白書11981年版， 120....12.3ベー ジI 1984年版， 96....102ヘージ。
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2) 総評同盟中立労連新庄別，士民砦協による [85賃金闘争連縮会白確認事項J (1984年12
月4日)0 83'春闘以降，同じパターンの連絡会確認事項が続けられている。格差の解摘をめざす
ために「標準者ポイント賃金」を設定することは， 80年から明示されてはいた。
3) 国民春闘共開会議1i1984年国民春闘白書Jl1984年， 62-64ベー ジ。
4) そうした1a，:1Eiもあってか， 83年闘にさいして国民春闘会議は|格差解消のために』と題する33
へ ジに亙かり フレットを例年の『国民春闘白書』とは別に出版している。




















































究』挿28巻1・2合酔号，第3 • 4古併号，第四巻1. 2合併号 C歴史的経過とレて述べた。本
稿はそこでの一時点をとった運動経識を取り上げる。
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76 (180) 第 135巻第3号
は親子 4~ 昌人分の生活がまかなえる程度 (71年実態約日比000円)にまでは引
き上げざるをえないく生活費二労働力再生産費の法則は経営側も杏定しえな
，.)。



































くに高度・専門的な仕事を 3群=130%. 低位・補助的な仕事を 1群=80%に
位置づけていた。 2群の賃金水準が闘争の結果新しく定まれば自動的に 1. 3 
群居の賃金も決まる比例関係がつ〈られたのである。もっ Eも実態的には賃上
げ後水準での比例関係よりも，各年毎の賃上げ分の比例関係(増額分が10日，










































































































100名)，右原 (100名)，三橋製作所 (240名)，中央精機 (45名)，京都造機 03





















































中堅 7単組共闘も 3月25日に統一要求書を地連委員長吉岡新ーと 7組合組合
長の連名で 7社に提出した。統一要求は 11 昭和46年度賃金における賃金較
差是正について」で 2群30歳8日，000凡 1群25歳64，0日日円，是王基準をそれぞれ
80%とし，それ以下の賃金をなくすこと。
III 昭和47年度賃金引きあげ要求および昭和47年， 48年， 49年度の賃金水準，
賃金率協約り締結につい亡」では，水準の12%(9，6∞円〉引上げ，到達年齢の
1年 1歳。若年化(到達分2群 6，000円)， 15歳賃金率 (30歳100として〉を71年
の43.75%から72年46.0，73年48.0，49年50.0とすること。到達後の減額補償を
1年につき 1，0∞円20午間，減額開始年齢も若年化にともない， 72年29歳， 73 
年28歳， 74年27歳とすること(なお 1群関係はととでは省時)， j:.J上は 3年間
にわたる労働協約として締結すること o
「皿 見習い期間および見習い期間賃金協約締結について」では，未経験者の
































14) r統一闘争速報JNo. 1， 1972年4月以日発行。

















































































17) 新産別京滋地連3C年史『ロー カル ユニオンの源流11979年， 367-368ペー ジo
18) 新産申J京措地連「第23固定期大会議案書Jl1972年10月1日，による。
19) 前掲書 ~p ーカル・ユニオンの師、流1 366へー ジ。
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さbに勤続差やその他のさまざまな格差についても，組合員の中で同一水準
が当然であると認め合う組合員制の統一運動を抜きにしては，格差の縮少は実
現しがたいのである。ここでも日本の労働組合が社会的な労働条件の統一運動
を本格的に展開する必要性に迫られているりである Q
地域的に結集した中堅労働組合の経験ではあるが，企業別組合のかかえてい
る課題は何ら変ることがない。労働組合の力量を経営側に対抗しうるまでに高
め，きしあたり賃金の決定権において対等になる行めには，組合独自の賃金水
準の社会化を図る取り組みが求められているのである。その他の労働条件につ
いても同様であり，さらにいずれも労使聞で協定化され客観化されるべきもの
である。多様な雇用関係にある労働者の増大に対する組合政策も，労働戦線の
統一化もいずれもこの水準と構造変革の協約化にかかっているのである。
